
第２節 適正な警察活動の確保

警察では，適正な警察活動を確保するため，監察の適切な実施，情報公開の推進等に努め

ている。また，平成１２年１１月の警察法改正により，国家公安委員会及び都道府県公安委員会

の管理機能の強化に関する規定や，警察署協議会の制度に関する規定の整備等が行われ，警

察活動の一層の適正化が図られている。

１ 監察

（１） 警察における監察

警察における監察は，能率的な運営及び規律の保持に資するために行われるものであり，

警察庁（管区警察局等を含む。）では，業務運営又は服務の実態を総合的かつ具体的に把握

するための監察と特別の事情がある場合における業務上又は服務上の問題点を把握するため

の監察を行っている。

警察庁及び都道府県警察が行う監察については，平成１２年１月に国家公安委員会が制定し

た監察に関する規則により，警察庁長官，警視総監及び道府県警察本部長は，年度ごとに監

察を実施するための計画を作成し，国家公安委員会又は都道府県公安委員会に報告するとと

もに，四半期ごとに少なくとも１回その実施状況をそれぞれ国家公安委員会又は都道府県公

安委員会に報告することとされている。１２年度に警察庁長官が作成した監察実施計画では，

不祥事案対策の推進状況，犯罪等による被害の未然防止活動と被害者対策の推進状況等が全

国統一の実施項目とされた。

警察庁では，監察機能を充実・強化するため，１３年４月に長官官房に監察官２人を新たに

設置するなどとともに，管区警察局においても総務監察部（関東管区警察局にあっては，監

察部）の設置等を行い，都道府県警察に対する頻繁な監察を実施することとしている。また，

都道府県警察においても体制の強化を図っているところである。

（２） 公安委員会による監察の指示・点検

平成１２年１１月の警察法改正により，公安委員会による警察の管理機能を強化させるため，

国家公安委員会及び都道府県公安委員会の監察に関する指示等についての規定が設けられ

た。

具体的には，国家公安委員会は警察庁に対して，都道府県公安委員会は都道府県警察に対

して，監察について必要があると認めるときは，具体的又は個別的な指示をすることができ

ることとされた。さらに，国家公安委員会又は都道府県公安委員会が監察に関する指示をし

た場合において必要があると認めるときは，その指名する委員に，指示した事項の履行状況
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を点検させ，また，警察庁又は都道府県警察の職員に，指名した委員の補助をさせることが

できることとされた。

また，警視総監又は道府県警察本部長は，都道府県警察の職員が職務を遂行するに当たっ

て法令に違反した等の疑いがあると認める場合は，速やかに事実を調査し，当該事由がある

ことが明らかとなったときは，その結果を都道府県公安委員会に報告しなければならないこ

ととされた。

［事例］ 神奈川県警察では，１１年以来，組織を挙げて不祥事案再発防止対策に取り組んで

きたが，１２年末以降，警察官による侵入窃盗事件，同僚刺殺事件及び強制わいせつ事件

という重大な不祥事案が相次いだ。そのため，神奈川県公安委員会は，警察法第４３条の

２第１項に基づき，１３年４月，不祥事案の再発防止の一層の徹底を図るため，人事管理，

教養，身上把握，組織の士気高揚等の諸事項について監察を行い，その結果を報告する

ように神奈川県警察に指示した。

２ 苦情の適正な処理

国民と直接に接する第一線における問題点の集約とそれに対する必要な措置の実施及び警

察職員の職務執行における責任の明確化のため，平成１２年１１月の警察法改正により苦情申出

制度が創設された。

具体的には，都道府県警察の職員の職務執行について苦情がある者は，都道府県公安委員

会に対して文書により苦情の申出をすることができることとされ，都道府県公安委員会で

は，申出が都道府県警察の事務の適正な遂行を妨げる目的で行われたと認められる場合等を

除き，申出を誠実に処理し，処理の結果を文書により申出者に通知することとされた。

また，警察では，都道府県警察の職員の職務執行についての苦情で警察法の規定する苦情

に該当しないものについても，申出を誠実に処理し，申出者の氏名や所在が不明である場合

等を除き，その処理の結果を申出者に通知することとしている。

このほか，警察では，苦情処理体制の整備，苦情申出制度に関する教育，苦情の申出手続

等についての広報を行うこととしている。

３ 警察署協議会

平成１２年１１月の警察法改正では，警察署の業務運営に地域住民の意見を反映させるため，

警察署に警察署協議会を設置することが定められた。

警察署協議会は，警察署の事務の処理に関し，警察署長の諮問に応じるとともに，警察署

長に対して意見を述べる機関であり，その委員は，都道府県公安委員会が委嘱する。

改正警察法の警察署協議会制度についての規定は１３年６月に施行され，全国の１，２６９警察
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署中，１，２６５署に警察署協議会が設置され，委員１１，０６５人が委嘱された。

４ 情報公開の推進

国民の信頼を確保するためには，個人情報の保護や警察の任務の達成等との調和を図りな

がら積極的に情報公開を推進し，警察行政の透明性を高めることが重要である。

国家公安委員会においては，委員会の詳細な開催状況をホームページに掲載している（第

１節１（３）参照）ほか，警察庁においては，平成１２年１１月に，「警察庁訓令・通達公表基

準」を策定し，行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「情報公開法」という。）

に定められた不開示情報を除き，原則として訓令等の内容又は概要をホームページに掲載し

て公表している。また，国家公安委員会及び警察庁においては，１３年３月に，「国家公安委

員会・警察庁における情報公開法審査基準」を策定し，４月の情報公開法施行後は，この審

査基準に基づき，開示・不開示の決定を行っている。

都道府県警察においても，１２年３月末には警察を実施機関とするための情報公開条例の改

正が行われていた都道府県は９県であったが，１３年３月末には４２都道府県となった。

５ 職務執行における責任の明確化

職務執行における責任の明確化のため，窓口を担当する職員及びその責任者については，

平成１３年６月から名札を着用している。また，制服警察官に識別章を着装させることとして

おり，１４年度中からの本格的な実施に向け，１３年２月から６月までの間，すべての都道府県

警察の合計１７５警察署において試験的に着装した。

さらに，警察手帳について，写真，氏名等が記載されたページを容易に呈示することがで

きるよう，その形状の抜本的な見直しを１４年度中に行うこととしている。

警察庁情報公開室
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